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子子ども分科会
（17事業）

くらし分科会
（23事業） まちづくりと

経営改革分科会
（19事業）

一般事務事業
見直し分科会
（12事業）

たくましく
生き抜く力を育む

健やかで安心な
くらしを支える

・安全でうるおいの
あるまちをつくる

・透明でわかりやすい
区政を推進する

限られた財源の
「選択と集中」

を推進する

一般事務事業
（全659事業）

足立区重点プロジェクト推進戦略

総事業費：93.1億円
（前年度:66.7億円）

平均点：4.2点
/5点（昨年度：4.1点）

総事業費：32.8億円
（前年度:33.5億円）

平均点：4.1点
/5点（昨年度：4.3点）

平均点：4.6
/5点（昨年度：4.3 点）

総事業費：180.1億円
（前年度:125.8億円）

①事業の必要性
②事業手法の妥当性
③受益者負担の適切さ
④事業の周知度
⑤補助金等の有効性
⑥予算計上の妥当性につ
いて5段階
（A・B+・B・B-・C）で評価

「産・学・公・民」協働の更なる推進

テーマを超えた、重点プロジェクトに

含まれる事業どうしの連携

活動・成果指標の更なる改善と

実効可能性のある目標値の設定

区内外に対する情報の発信

平成２８年度（平成２７年度実施分）区民評価の結果概要図
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方向性
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4

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価

4

反映結果 達成度

　

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　相対的に接客態度に課題がある職員が目立つとすれば、接客
力を向上させることの意義が、単に区民に対するサービスの外
形上の問題ではなく、そもそも自らの仕事の誇り、質の問題と捉
える必要があることを、改めて職員に周知する必要があるので
はないか。
　人材育成課との連携強化、外部評価を踏まえた実技研修、よ
り実践的な接客力向上研修、セルフチェックシートの見直し、挨
拶の徹底、体で対応、名札の適切な着用等、具体的な解決策
が示されている。しかし、これらは今までも行われてきたのでは
ないだろうか。型から入ることも重要と考えるが、ＣＳマインドに
向けた職員の意識改善に向けた方策を検討する必要があると
考える。その点も含めた接客マニュアルの見直しを願いたい。
　執務環境整備についても、いかに職員の意識付けを図るかが
打開策になるのではないかと考える。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　執務環境の整備と接客意識の低い職員に対する働きかけは、
数年来の課題となっている。文書の整理については、庁内の美観
だけでなく、個人情報の適正管理や避難経路確保の点からも抜本
的な対策が望まれる。
　セルフチェックによる不備の改善にとどまらず、より高い次元の
接客を目指すため、職員のＣＳマインド醸成につながる内容の接
客マニュアルの見直しにも期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　活動指標の結果が良好であるのに対して、成果指標はいずれも
目標に達していない。活動を成果に結びつける仕組みを工夫する
必要がある。
　接客態度に対する満足度は、回答した区民の主観によるため、
実際に窓口を利用した方に直接意見をうかがう指標⑥が、比較的
高い数値を維持したことは評価できる。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①、②について、達成率が100％を超え、積極的な取り組み姿勢が表れている。
　推進月間取り組み事例報告件数や接客力向上研修受講者数等活動指数の向上が職員の接
客態度についての区民の満足度につながっていることは十分理解できる。
　指標③、④について、４Ｓへの職員の認識をさらに高める必要があるという課題が明らかに
なった。
　４Ｓをはじめ執務環境整備の具体的な対策や達成率低下の理由の提示がほしい。
　指標⑤、⑥について、若干ではあるが世論調査結果の向上と来庁者アンケートの結果も評価
できる。多くの職員の接客力向上に向けた努力が成果につながっており、接客態度の向上につ
いて区民から高い評価を得ていることが示されていると言える。
　成果指標でも、コミュニケーションや接客態度に対する満足度は前年度の水準をキープして
いる。特に、来庁者アンケートの接客態度の満足度が2年連続８５％という結果を出している点
は職員の意識と取り組みの成果であり、①②の活動指標の成果と考える。この項目では、前年
の目標値を70から90にアップさせている点に向上意欲が見られる。
　世論調査、アンケートの性格から、さらに高い率で「満足」という回答を引き出すのは容易では
ない面もあるが、目標値に対しては未達であるということを真摯に受け止め、さらに接客力の向
上に努められたい。
　今後は、課題分析にも示されているように、少数ではあるが、接客力向上への意識の低い職
員の実態分析やその背景の把握とそれに対する具体策、ＣＳマインド醸成に向けた方向性を
示すことが必要であると考える。

平成２８年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　外部評価を適切に反映させて、接客力の向上につなげる着実な
取り組みがなされた。
　また、対人的な接客マナーにとどまらず、掲示物・パンフレットの
適正管理等、きめ細かな対応にも取り組んでおり、評価できる。
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【全体評価の経年動向】
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平平成２８年度 足立区区民評価委員会 分科会名簿 

平成２８年４月１１日現在 

分 科 会 名 氏 名 備 考 

会   長 田中 隆一 東京大学 社会科学研究所准教授 

子 ど も 分 科 会 

（17 事業） 

石阪 督規 
東京未来大学  

モチベーション行動科学部教授 

瀧本 清隆 区民委員 

森泉 孝行 区民委員 

田島 のぞみ 区民委員 

く ら し 分 科 会 

（23 事業） 

沼尾 波子 日本大学 経済学部教授 

糸井 史郎 区民委員 

中島 明子 区民委員 

矢野 毅 区民委員 

まちづくりと経営改革 

分 科 会 

（19 事業） 

遠藤 薫 東京電機大学 未来科学部特別専任教授 

大槻 陽一 区民委員 

三石 美鶴 区民委員 

五十嵐 多江子 区民委員 

一般事務事業見直し 

分 科 会 

（12 事業） 

別所 俊一郎 慶應義塾大学 経済学部准教授 

大津 弘之 区民委員 

佐々木 賢一 区民委員 

山﨑 千枝 区民委員 
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足立区区民評価委員会条例 

第１条

第２条

第３条

第４条

第５条

第６条

第７条

付 則
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付 則

第１条

第２条

第３条

付 則
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足立区区民評価委員会条例施行規則 

第１条

第２条

第３条

第４条

第５条

第６条

第７条

付 則

付 則
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第１条

第２条

付 則

付 則
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平成 27 年 3 月 

足立区政策経営部 
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ははじめに 

１．行政評価の目的 

（１） 区民に対する説明責任を果たし、協働の基礎をつくる。 

（２） より一層、成果重視の区政をめざし、重点プロジェクトを中心とした基本計画の進

行管理を行う。 
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（（３） PDCA のマネジメントサイクルを確立し、戦略的な区政経営を行う。 

（４） 職員の意識改革を進め、政策形成能力を高める。 

２．基本計画の施策体系について 

＜２１年度からの施策体系図＞

【体系の概念図】

魅力と個性ある
美しい生活都市

施策群

施
策

施
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標
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策
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標

指
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事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
業

指
標

指
標

指
標

自立し支えあい安心して
暮らせる安全都市

施策群
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標
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指
標

事
務
事
業

事
務
事
業

事
務
事
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指
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指
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指
標

事務事業指標（活動指標）

施策指標（成果指標）　１９３指標

人間力と文化力を育み
活力あふれる文化都市

自己進化する
協働型自治体

２８施策群

８７施策

第１章 第２章 第３章 第４章

一般事務事業（約７００事業）

●子ども
たくましく生き抜く力

を育む

●経営改革
透明でわかりやすい

区政を推進する

足立区第二次重点プロジェクト推進戦略

●くらし
健やで安心なくらしを

支える

●まちづくり
安全でうるおいの
あるまちをつくる
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（（１） 分野 

（２） 施策群と施策 

（３） 事務事業 

３．第二次重点プロジェクト推進戦略について 

（１） 「子ども」施策―たくましく生き抜く力を育む 
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（（２） 「くらし」施策―健やかで安心なくらしを支える 

（３） 「まちづくり」施策―安全でうるおいのあるまちをつくる 

（４） 「経営改革」施策―透明でわかりやすい区政を推進する 
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４４．区民評価委員会について 

（１）区民評価委員会の評価について 

① 委員会の役割 

② 委員会の構成 

③ 評価の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

足立区重点プロジェクト推進戦略 足立区基本計画 

くらし分科会 まちづくりと経営改革分科会 子ども分科会 

一般事務事業見直し分科会 
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５５．評価結果の活用について 
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６．運用体制

部内評価

庁内評価委員会 

 

区民評価委員会 

庁内評価

第三者評価

行政評価推進員

事務局（政策経営課・財政課）：

議 会

監査委員

一般事務事業評価

重点プロジェクト事業評価 

施策評価

部内評価で完結 

一般事務事業評価の 1/3
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施策
事業
№

事業名 担当所管

1 認定こども園事業
子ども家庭部
　　子ども政策課
　　子ども施設運営課

2 幼児教育推進事業・家庭教育推進事務

学校教育部
　　学力定着推進室　就学前教育推進課
子ども家庭部
　　子ども政策課

3
学力向上のための講師配置事業
（そだち指導員・生活指導員の配置）

学校教育部
　　学力定着対策室　学力定着推進課

4 小学生基礎学習教室・中学生補習講座
学校教育部
　　学力定着対策室　学力定着推進課

5 教員の授業力向上事業
学校教育部
　　学力定着対策室　学力定着推進課

6
教育課題解決への取組事務
（小中連携事業、多層指導モデルの実践）

学校教育部
　　教育指導課

7 放課後子ども教室推進事業
学校教育部
　　教育政策課

8 こども未来創造館事業
子ども家庭部
　　青少年課

9 自然教室事業・体験学習推進事業

学校教育部
　 学務課
子ども家庭部
　 青少年課

平平成２８年度　足立区第二次重点プロジェクト事業体系一覧

　　重点項目：就学前教育の充実

　　重点項目：確かな学力の定着

　　重点項目：遊びと実体験の場や機会の充実

重点目標：就学前からの教育の充実を図り、学力の向上を目指す

重点目標：多様な体験の場と機会を提供し、学ぶ意欲を育てる
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施策
事業
№

事業名 担当所管

10
小・中学校給食業務運営事業（おいしい給食の
推進）

学校教育部
　　おいしい給食担当課

11 こどもと家庭支援事業（不登校対策支援事業）
子ども家庭部
　　こども支援センターげんき
　　教育相談課

12
地域型保育運営整備事業（保育ママ・小規模保
育）

子ども家庭部
　　待機児ゼロ対策担当課
　　子ども施設整備課
　　子ども施設入園課

13 認証保育所整備・利用者助成事業

子ども家庭部
　　待機児ゼロ対策担当課
　　子ども施設整備課
　　子ども施設入園課

14 学童保育室運営事業
地域のちから推進部
　　住区推進課

15
あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ＡＳ
ＭＡＰ）の推進事業（妊産婦支援事業、こんにち
は赤ちゃん訪問事業、３～４か月児健診事業）

衛生部
　　足立保健所保健予防課

16 子育てサロン事業
地域のちから推進部
　　住区推進課

17 養育困難改善事業
子ども家庭部
　　こども支援センターげんき
　　こども家庭支援課

　　　重点項目：多様な保育サービスの提供と待機児童の解消

　　重点項目：子育て不安の解消

重点目標：こころとからだの健やかな成長を支援する

　　重点項目：健やかな身体づくり

重点目標：安心して働き子育てできる環境を整える

　　重点項目：不登校・ひきこもり対策の推進

210



施策
事業
№

事業名 担当所管

18 孤立ゼロプロジェクト推進事業
地域のちから推進部
　　絆づくり担当課

19 NPO・区民活動支援事業
地域のちから推進部
　　区民参画推進課

20 町会・自治会の活性化支援
地域のちから推進部
　　地域調整課

21 大学連携コーディネート事業
政策経営部
　　シティプロモーション課

22
介護予防教室事業（パークで筋トレ・ウォーキン
グ教室、はつらつ教室、らくらく教室）

福祉部
　　高齢福祉課
地域のちから推進部
　　スポーツ振興課

23 健康あだち21推進事業（糖尿病対策）
衛生部
　　衛生管理課
　　こころとからだの健康づくり課

24 こころといのちの相談支援事業
衛生部
　こころとからだの健康づくり課

25 ワーク・ライフ・バランスの推進事業
地域のちから推進部
　　区民参画推進課

26 就労支援・雇用安定化事業
産業経済部
　　就労支援課

27 生活困窮者自立支援事業
福祉部
　　くらしとしごとの相談センター

　　　重点項目：就労支援・安定雇用を促進

重点目標：就労と生活の安定を支援し、区民のくらしを重層的に支える

　　重点項目：多様な支援サービスの提供による区民生活の安定・自立化の推進

重点目標：区民の健康を守り、長寿社会の基盤をつくる

重点目標：地域の絆を結び直し、新たな縁をつくる

　　重点項目：協働を核に地域の絆づくりを応援

　　重点項目：大学連携の推進

　　重点項目：仕事と生活のバランスある社会の推進

　　重点項目：高齢者の安心を確保

　　重点項目：健康・体力づくりを応援
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事業
№

事業名 担当所管

経営革新支援事業
※評価対象外

産業経済部
　　中小企業支援課

産業展示会事業
※評価対象外

産業経済部
　　産業政策課

28 足立ブランド認定推進事業
産業経済部
　　産業振興課

29 創業支援施設の管理運営事業
産業経済部
　　中小企業支援課

30 ニュービジネス支援事業
産業経済部
　　中小企業支援課

31 産学公連携促進事業
産業経済部
　　中小企業支援課

32 商店街魅力向上事業
産業経済部
　　産業振興課

33 生活安全支援事務 総務部
　　危機管理室　危機管理課

34 美化推進事業 地域のちから推進部
　　地域調整課

35
生活環境保全対策事業
（ごみ屋敷、不法投棄等対策事業）

環境部
　　生活環境保全課

36 自転車の放置対策事業
都市建設部
　　交通対策課

37 省エネ・創エネの普及促進
環境部
　　環境政策課

38 ごみの減量・資源化の推進
環境部
　　ごみ減量推進課

39 環境学習推進事業 環境部
　　環境政策課

40
環境でつながる自治体連携プロジェクト
（自治体連携環境事業）

環境部
　　環境政策課

重重点目標：環境に優しく、安心して暮らせる美しいまちを実現する

　　重点項目：賑わいのある商店街づくり

　　重点項目：「きれいなまち」実現を目指して

　　重点項目：中小企業の競争力向上を支援

重点目標：地域経済の活性化を進める

　　重点項目：循環型社会への転換の促進
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41
鉄道立体化の促進事業
（竹ノ塚駅付近連続立体交差事業）

都市建設部
　　鉄道立体推進室　竹の塚整備推進課

北千住駅東口地区再開発
※評価対象外

都市建設部
　　市街地整備室　まちづくり課

エリアデザインの推進
※評価対象外

政策経営部
　　経営戦略推進担当課

42 区営住宅改修事務
都市建設部
　 建築室　住宅課
　　　　　　　住宅更新担当課

43 交通施設の整備・改善事業
都市建設部
　　交通対策課

44 防災訓練等実施事業 総務部
　　危機管理室　災害対策課

45 密集市街地整備事業・不燃化促進事業
都市建設部
　　市街地整備室　密集地域整備課

46 細街路整備事業 都市建設部
　 建築室　開発指導課

47 道路の新設事業
都市建設部
　 道路整備室　街路橋りょう課

48 老朽家屋対策事業
都市建設部
　 建築室　建築安全課

49 建築物耐震化促進事業
都市建設部
　 建築室　建築安全課

50 無接道家屋対策事業
都市建設部
　 建築室　建築調整課

重重点目標：災害に強いまちをつくる

　　重点項目：防災対策の強化

　　重点項目：都市機能の向上

　　重点項目：高齢社会に対応した公共住宅のあり方の見直し

　　重点項目：きめこまかな交通サービスの実現

重点目標：エリアデザインをはじめとする戦略的なまちづくりにより都市機能を
　　　　　向上させる
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51 緑の普及啓発事業 都市建設部
　 みどりと公園推進室　みどり推進課

52
公園等の整備事業（パークイノベーションの推進
等）

都市建設部
　 みどりと公園推進室　みどり推進課

ユニバーサルデザイン推進事業
※評価対象外

都市建設部
　ユニバーサルデザイン担当課

重重点目標：ユニバーサルデザインのまちづくりを推進する

　　重点項目：人に優しいまちの実現

重点目標：緑豊かな自然環境を育み、特色ある公園をつくる

　　重点項目：憩いの空間の提供

　　重点項目：身近な緑の保全と再生

214



施策
事業
№

事業名 担当所管

政策調整事務(経営会議)
※評価対象外

政策経営部
　　政策経営課

行政評価事務
※評価対象外

政策経営部
　　政策経営課

公共施設の更新・再配置の推進
※評価対象外

資産管理部
　　資産活用担当課

計画保全の推進
※評価対象外

資産管理部
　　営繕管理課

大規模な普通財産の活用
※評価対象外

資産管理部
　　資産活用担当課

53 各種収納金の収納率向上対策
区民部
　　納税課

54 戸籍住民課の窓口業務委託
区民部
　戸籍住民課

国民健康保険業務の外部委託
※評価対象外

区民部
　　国民健康保険課

会計管理業務の外部委託
※評価対象外

会計管理室

55 接客力の向上
政策経営部
　　広報室　区民の声相談課

56 職員研修事業・人事管理事務
総務部
　　人事課
　　人材育成課

　　　重点項目：柔軟でスピード感のある意思決定

　　重点項目：行政評価制度の活用と改革

　　重点項目：公共施設の再編

　重点項目：専門定型業務の外部化推進

　　重点項目：プロフェッショナリズムを高める人事戦略の展開

　重点項目：全庁的サービス水準の向上

重点目標：庁内横断的な意思形成により、即応性ある政策マネジメントを実践
　　　　　する

重点目標：時代の変化によって生じる新たな課題に即応できる職員を育成する

　　重点項目：堅固な歳入基盤の確保

重点目標：新たな外部化推進による区民サービスの向上と経費縮減を図る

重点目標：税制改正等を視野に入れ、財政の健全化を図る
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57 シティプロモーション事業
政策経営部
　　広報室　シティプロモーション課

58
『あだち広報』製作運営事業
（広報紙・ホームページ・Ａ-メール運営等）

政策経営部
　　広報室　報道広報課

59 世論調査事業
政策経営部
　　広報室　区政情報課

　　　重点項目：的確な区民ニーズの把握

重点目標：シティプロモーションを強力に展開する

　　重点項目：シティプロモーションの推進

　　重点項目：戦略的広報の展開
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